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データから見る宇都宮市の現状 

 
１ 人口構造・家族形態の変化 
（１）少子・超高齢社会の進展 

① 本市の人口増加率は，１９７５年の１４．５％をピークに減少し始め， １９９５

年以降はほぼ横ばいで推移していたが，直近の２０１０－２０１５年の増加率は１．

３ポイントと最も低い増加率となっている。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
② 年齢別人口の推移をみると，年少人口（０～１４歳）は減少が続いている。 

生産年齢人口（１５～６４歳）は，２００５年の３４２，４８０人をピークに， 
その後減少に転じている。 
老年人口（６５歳以上）は，増加が続いている。 
年少人口比率と老年人口比率は，２０００年を境に逆転している。 
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出典：総務省「国勢調査」 
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③ 本市の将来推計人口では，平成３０年の５２０，３１７人をピークに，徐々に人

口が減少していき，平成６２年には４５１，９６０人（約８７％）になる。 
（参考）全国の将来推計人口では，平成３０年１２６，１７７千人から平成６２年 

１０１，９２３千人（約８１％）になる。 

 本市「趨勢型」の人口推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出典：政策審議室 

 
④ 本市の老年人口は平成２７年と比較して平成６２年では，約５万人（約４０％）

増加するのに対し，年少人口は約２．５万人（約３４％），生産年齢人口は約９万人

（約２７％）減少するものと推計している。 
  （参考）全国の老年人口は平成２７年と比較して平成６２年では，約４，５３８千人（約１３．4％）

増加に対し，年少人口は約５，１７８千人（約３２．8％），生産年齢人口は約２４，５３２千人（約

３１．７％）減少するものと推計している。 

   出展：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成２９年推計） 

 

 本市 年齢３区分別人口  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出典：政策審議室 
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２ 結婚観・家族観の変化 

 （１）晩婚化 

 ① 本市では，男女ともに平均初婚年齢は上昇傾向にある。 
（参考）全国では，平成２７年 夫３１．１歳 妻２９．４歳（総務省「人口動

態調査」） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宇都宮市統計書 
 
 （２）生涯未婚率 

① 男女とも全国と同様に増加傾向にある。特に女性が急速に高くなっている。 

 

 
 
 

 

 
 

 
 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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 （３）出生率 

① 本市の合計特殊出生率は，２０００年～２００５年頃底打ちした後，上昇傾向

にあり，全国，県よりも高い水準になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

出典：宇都宮市統計書 
 

 
 （４）「ひとり親と子ども」からなる世帯 

① 一般世帯に占めるひとり親と子供から成る世帯の割合は，平成１２年７．４％

（全国：７．６％）から平成２７年８．４％（８．９％）に増加している。 
 

 
出典：総務省「国勢調査」 
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 （５）「女親と子ども」から成る世帯 

① 増加傾向にあり，平成２７年は，昭和６０年の約２倍になった。 

 
出典：総務省「国勢調査」 

 
 
３ 働く女性の増加 

（１）就業者率 

① 本市の男女別の就業率をみてみると，平成２７年度は男性６３．７％， 

女性４４．７％と女性は男性に比べて低い。また，男性の就業率は全国と 

同様減少傾向にあるが，女性の就業率は全国同様横ばいで推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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② 従業上の地位をみてみると，本市の男性は正規従業員の割合が高い。女性はパ

ート・アルバイト等の割合が高い。平成２２年と平成２７年を比較するとどちら

も割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省「国勢調査」 
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 （２）就業分野 

① 本市の産業分類別就業率をみると，男女とも「製造業」「卸売・小売業」が高い。

女性の正規従業員は，「医療，福祉」で最も高い。平成２２年と平成２７年を比較

してみると増加している。 

  男性の就業率より高いのが特徴的である。 

・ 女性のパート・アルバイト等は，「卸売・小売業」で最も高い。 

・ 女性の派遣社員は，「製造業」で最も高い。 

    ・ 女性の正規従業員では，「教育・学習支援業」が高い。また，パート・アルバ

イト等では「宿泊業，飲食業」が高い。比較的サービス業での就業率が高い傾

向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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 （３）労働力率 

 ① 本市の女性の年齢階級別労働力率も，全国同様，子育て期の３０歳代に低下す

る「Ｍ字カーブ」を描いており，５年前に比べそのＭ字の底は浅くなっているも

のの，全国に比べると，その底は深い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）女性の再雇用 

   ① 本市「労働条件実態調査報告書（平成２７年度）」によると，本市内の事業所に

おいて，結婚，出産等で離職した女性の再雇用を「行っている」のは，３０．０％，

「行っていない」は５０．９％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宇都宮市・宇都宮商工会議所・うつのみや商工会 

「平成２７年度労働条件実態調査報告書」 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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４ 女性の活躍とＷＬＢ 

（１）就労継続年数 

① 全産業において，平成２１年度は，男性１４．２年，女性１１．１年とその差

３．１年であったが，平成２７年度は，男性１４．４年，女性１２．４年とその

差が２．０年と平均勤続年数の男女差が縮まっている。 

業種別にみてみると，平成２１年度から２７年度にかけて，男女差が減少した

業種は，「卸売業」「金融・保険・不動産業」である。 

  市内事業所における男女別平均勤続年数          （年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宇都宮市・宇都宮商工会議所・うつのみや商工会 

「平成２７年度労働条件実態調査報告書」 

 

 （２）保育環境の整備 

  ① 本市における，毎年４月 1 日時点での待機児童数の推移を見てみると，平成２

５，２６年度はゼロ。平成２７年度は１３６名となったが，２８年には２９名，

平成２９年度はゼロとなった。 

これは，平成２７年度の新制度の施行に伴い，待機児童に関する定義が拡大さ

れたことなどによるもの。 

利用定員の弾力化の活用や，幼稚園の認定こども園への移行，保育所の増築・

分園等による施設整備など「供給体制の確保」に取り組むとともに，車の車輪で

ある「保育士の確保」に取り組み，待機児童数を減少させた。 
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男性 女性 男性 女性
鉱業・建設業 14.5 11.7 14.1 15.5
製造業 15.4 13.3 17.3 12.5
卸売業 16.3 9.5 14.7 11.2
小売業 13.4 13.7 16.6 13.7
サービス業 12.2 10.0 13.8 11.4
金融・保険・不動産業 13.1 8.3 12.7 9.8
運輸・通信業 18.0 10.6 11.0 11.9
全産業 14.2 11.1 14.4 12.4

事務系
業種

平成２１年度
事務系

平成２７年度
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 （３）管理職等 

① 平成２７年の全国の市町村議会平均は１４．５％，宇都宮市議会１３．３％で

ある。 

 

出典：内閣府「女性の政策・方針決定参画状況調べ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府「女性の政策・方針決定参画状況調べ」，議会事務局 

 

② 宇都宮市役所の管理職総数に占める女性比率は，市町村平均を下回っているが，

上昇傾向をみせており，その差は小さくなってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府「地方公共団体における 

男女共同参画社会の平成又は女性に関する施策の推進状況」 
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③ 市内事業所における女性管理職の登用状況では，「登用している」が平成２７年で 

２８．２％と前回より減少となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宇都宮市・宇都宮商工会議所・うつのみや商工会 

「平成２７年度労働条件実態調査報告書」 

 

 

 

④ 審議会等委員に占める女性の割合について，市町村平均は増加傾向にあるが，本市

は減少傾向である。 

 

内閣府：「女性の政策・方針決定参画状況調べ」 
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５ さまざまな場での女性の参画 

 （１）自治会 

   ① 自治会長に占める女性の割合は，全国より低いが近づきつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

出展：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は 

女性に関する施策の推進状況」 

 

 （２）防災会議 

   ① 本市の防災会議においては市町村平均より低いが，急速に増加し，近い水準ま

で増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府「女性の政策・方針決定参画状況調べ」，「地方公共団体にお

ける男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 
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６ 男性の仕事と生活の両立 

 （１）就労時間 

① 総務省「労働力調査」において，男性の週労働時間６０時間以上の就業者の割

合を年齢階級別にみると，いずれの時代も子育て期にある３０歳代，４０歳代は

ほかの年代を大きく上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「労働力調査（基本集計）」 

 

 （２）育児休業 

 ① 栃木県内民間事業所における男性の育児休業取得率は，平成２２年から２６年

は全国を上回って推移していたが，平成２７年は全国を下回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」，栃木県「とちぎの労働環境事情」 

 

 

栃木県 

全国 
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   ② 市内事業所の男性の育児休業取得率は，平成２７年度５．８％で平成２４年度

より１．０ポイント増加している。 

平成２４年度 平成２７年度 

４．８％ ５．８％ 

出典：宇都宮市・宇都宮商工会議所・うつのみや商工会「労働条件実態調査報告書」 

 

   ③ 本市男性職員の育児休業取得率は０件の年度もあるが，平成２７年度は国家公

務員より高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成２９年版男女共同参画白書，人事課 

７ 本市の要介護認定者 

（１）要介護認定者数は年々増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

出典：高齢福祉課 

国家公務員 

国家公務員 
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８ 男女の人権の尊重 

 （１）ＤＶ 

   ① 宇都宮市のＤＶ相談件数は，平成２５～平成２７年度にかけて上昇傾向にあっ

たが，平成２８年度は前年度の約８割に減少した。 

     また，ＤＶ相談事案のうち，緊急一時保護の対象となった件数も，平成２６・

２７年度は横ばいであったが，平成２８年度は前年度の約７．５割に減少した。 

 

栃木県内の配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とちぎ男女共同参画センターにおける一時保護件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：栃木県主催 市町男女共同参画行政主管課長会議資料（平成２９年４月） 
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出典：栃木県主催 市町男女共同参画行政主管課長会議資料（平成２９年４月） 
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 （２）ストーカー 

   ① 宇都宮市女性相談所におけるストーカーに係る相談件数は，平成２５年度をピ

ークに減少傾向にあったが，平成２８年度は平成２７年度の２倍に増加し，平成

２５年度のピーク時に近くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    出典：宇都宮市女性相談所 

 （３）性暴力等 

   ① 性暴力等のうち，強姦認知件数は，ほぼ横ばいであるが，強制わいせつ認知件

数は，H23 年以降減少傾にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：栃木県警察本部「犯罪概況書」 
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 （４）セクハラ・マタハラ等 

① 平成２７年度の栃木県労働局への相談について，労働者からの相談は４６４件で，

相談内容をみると，セクハラに関する相談が３８．６％，マタハラに関する相談が

１３．４％これらの相談が全体の５２．０％と半分を占めている。 
マタハラの相談件数は平成２５年度の５０件から平成２７年度は６２件に増加

しており，相談の内訳をみると，婚姻，妊娠，出産（男女雇用機会均等法）や育

児休業の取得等（育児・介護休業法）を理由とする不利益取扱いに関することと

なっている。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
出典：栃木県労働局雇用環境・均等室 

セクハラ 

マタハラ 


